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（１）地域主権（地方分権）への対応（１）地域主権（地方分権）への対応
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地方分権改革推進委員会勧告と閣議決定の関係について

地⽅分権改⾰推進委員会

第1次～第4次 勧告
第１弾

地⽅分権改⾰推進計画

第1次 第4次 勧告

第
２

（平成21年12月15日閣議決定）

主 弾地域主権改⾰関連２法案 閣議決定（3/5）
→国会第174回（常会）上程
・地域主権推進⼀括法案

地域主権戦略⼤綱

・国と地方の協議の場に関する法律案

参議院通過（4/28） 地域主権戦略⼤綱
（平成22年６月22日閣議決定）

衆議院 継続審議

通 （ ）
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次期国会以降？

地方分権改革推進計画及び地域主権戦略大綱

地方分権改革推進計画
（平成21年12月15日閣議決定）

 ひも付き補助金の一括交付金化

地域主権戦略大綱
（平成22年６月22日閣議決定）

 地方公共団体による事業認
可（水道法第６条 第26条）

 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大の具体的措
置（第２次見直し）

 水道の布設工事の施行に関する技術上の監督業務を行う者
可（水道法第６条、第26条）

に係る申請事務の簡素化

 地方公共団体が事業の変
更を行う場合における厚生

の配置に関する基準（12 条１項）及び監督業務を行う技術者
の資格に関する基準（同条２項）の条例に委任

 水道技術管理者の資格に関する基準（19 条３項）の条例委任

 計画等の策定及びその手続の見直し更を行う場合における厚生
労働大臣の認可を要しない
軽微な変更（水道法第10
条、第30条）の範囲の大幅

 計画等の策定及びその手続の見直し

 水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平6 法8）

 都道府県計画における、地域水道原水水質保全事業の実施に際
し配慮すべき重要事項に係る規定（５条４項５号）の廃止、例示化条、第30条）の範囲の大幅

な拡大

し配慮す き重要事項に係る規定（５条４項５号）の廃止、例示化
又は大枠化

 都道府県計画の公表に係る規定（５条８項）の廃止又は努力・配
慮義務化

 権限移譲 権限移譲

 簡易専用水道の給水停止命令、報告徴収、立入検査[すべて
の市へ移譲]

（基礎自治体の実態把握を行った上で、移譲に向けた具体的対応策を年内に得られ
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た場合には、権限移譲を行うもの）

 専用水道の給水開始の届出受理等［すべての市へ移譲］



地方分権改革推進計画への対応方針（案）

 水道事業者が地方公共団体である場合には、

水道事業経営を必要とする理由を記載した書類

事業認可申請書類の簡素化（水道法施行規則関係）

水道事業経営を必要とする理由を記載した書類

水道事業経営に関する意志決定を証する書類

の提出を不要とする。

 水道事業者が地方公共団体 当該水道事業が他 水道事業を全部譲り受ける場合には 規 水道事業者が地方公共団体で、当該水道事業が他の水道事業を全部譲り受ける場合には、規
則第１条の２第１項にかかわらず、

給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと、給水区域を明らかにする書類等

水道施設の位置を明らかにする地図水道施設の位置を明らかにする地図

を申請書の添付書類とする。

軽微変更の範囲の拡大（水道法施行規則関係）

 水道施設の整備を伴わない変更のうち、給水区域の拡張又は給水人口若しくは給水量の増加に
係る変更について以下のいずれにも該当しない場合は軽微な変更とする。

軽微変更の範囲の拡大（水道法施行規則関係）

 変更後の給水区域が他の水道事業の給水区域と重複するもの

 変更後の給水人口と認可給水人口との差が認可給水人口の1/10を超えるもの（現在は1/100）

 変更後の給水量と認可給水量との差が認可給水量の1/10を超えるもの（現在は1/100）
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 取水地点の変更については、河川改修に伴う取水地点の変更等、水源水質に大きな変化がない
と認められる場合には軽微な変更とする。（対象は表流水の場合を想定。）

地域主権戦略大綱への対応方針（案）

 水道の布設工事の施行に関する技術上の監督業務を行う者の配置に関する基準（法第12条第
１項）及び監督業務を行う技術者の資格に関する基準（同条第２項）を、条例（制定主体は水道

義務付け・枠付けの見直し（水道法関係）

１項）及び監督業務を行う技術者の資格に関する基準（同条第２項）を、条例（制定主体は水道
事業等を営む地方公共団体）に委任する。なお、条例制定の基準については、「参酌すべき基
準」とする。

 水道技術管理者の資格に関する基準（法19条第３項）を、条例（制定主体は水道事業等を営む
地方公共団体）に委任する。なお、条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。

計画等の策定及びその手続の見直し（水道原水法関係）

 都道府県計画の内容のうち、地域水道原水水質保全事業の実施に際し配慮すべき重要事項に
係る規定は、廃止する。

 都道府県計画の公表に係る規定は 努力義務化する

計画等の策定及びその手続の見直し（水道原水法関係）

 都道府県計画の公表に係る規定は、努力義務化する。

権限移譲（水道法関係）

 都道府県知事並びに保健所設置市及び特別区の長が処理している専用水道の設計の確認、
給水開始の届出受理、給水停止命令等について、すべての市へ移譲する。

 都道府県知事並びに保健所設置市及び特別区の長が処理している簡易専用水道の改善の指
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 都道府県知事並びに保健所設置市及び特別区の長が処理している簡易専用水道の改善の指
示、給水停止命令、報告の徴収及び立入検査については、すべての市へ移譲する。



（２）耐震化の状況（平成21年度）（２）耐震化の状況（平成21年度）
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水道事業における耐震化の状況

基幹管路 浄水施設 水池

 昨年度から2.2ポイント上昇した
が、耐震化が進んでいるとは言

基幹管路

 施設の全面更新時に耐
震化が行われる場合が

浄水施設

 単独での改修が比較的
行いやすいため、浄水

配水池

えない状況。

 都道府県別、水道事業者別でも
進み具合に大きな開きがある。

多く、基幹管路と比べて
も耐震化が進んでいな
い。

施設に比べ耐震化が進
んでいる。
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（注）平成18年度までは耐震管の割合（耐震化率）
で、平成19年度以降は耐震適合性のある管の
割合（地盤等による耐震性の評価基準を導入）



耐震化への支援策

 財政的支援 ～国庫補助による建設事業費の負担軽減

 耐震化に関する国庫補助対象の追加と補助率の引上げ（平成2年度以来
随時）

 平成22年度耐震化関連当初予算額118億円、補助率1/3～1/2

 平成22年度補正予算において耐震化事業費を計上 ほか

 技術的支援 ～計画的な耐震化実施のための手引き書類の整備

 「水道の耐震化計画等策定指針」（H20.3）

 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」
(H21.7)

 「水道施設耐震工法指針・解説2009」（日本水道協会） ほか 「水道施設耐震工法指針・解説2009」（日本水道協会） ほか

 その他

 水道関係団体と連携して「水道施設・管路耐震性改善運動」を展開、キャ
ンペーン等による啓発活動の実施

株 会社 ボ

配水池

送水管

動 実

 耐震管の開発

＜参考＞基幹施設と基幹管路

（株式会社クボタHPより）

浄水施設

配水池

配水本管

 基幹管路の耐震適合性について

耐震管とは、地震の際でも継ぎ目の接合
部分が離脱しない構造となっている管のこ
と。それに対して「耐震適合性のある管」と
は 耐震管以外でも耐震性能があると評価

9
：基幹管路（導水管、送水管、配水本管）

：配水支管

送水管導水管
配水本管

：基幹施設（浄水施設、配水池）

は、耐震管以外でも耐震性能があると評価
できる管があり、それらを耐震管に加えたも
の。各水道事業者がそれぞれの地盤等の
管路の布設条件に基づき判断している。

（３）地域水道ビジョンの策定の状況（３）地域水道ビジョンの策定の状況
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水道ビジョンと地域水道ビジョン

キーワード：目標 施策

今
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環境 環境保 貢献
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を通じた国
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の
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よる国際貢献 を通じた国
際貢献
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地域水道ビジョンの策定状況

上水道事業 用水供給事業
上水道事業数割合 用水供給事業数割合

上水道事業
給水人口割合

用水供給事業
一日最大給水量割合
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　　　　上水道事業 用水供給事業
　　　　　　現在の地域水道ビジョン策定状況 44 % 　　現在の地域水道ビジョン策定状況 58 %

（事業数割合） （事業数割合）

0 0

　　　　上水道事業 用水供給事業
　　　　　　現在の地域水道ビジョン策定状況 81 % 　　現在の地域水道ビジョン策定状況 88 %

（給水人口割合） （1日最大給水量割合）

0 0

12



地域水道ビジョンの上水道給水人口別策定状況
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地域水道ビジョンの用水供給給水量別策定状況
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（４）広域化 第三者委託（包括委託）（４）広域化・第三者委託（包括委託）
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広域化の推進

新たな水道広域化の概念図

従来の広域化のイメージ

新たな水道広域化の概念図

広域的な事業統合
（施設の一体化）

広域化のイメージ概念
を広げることが必要

経営の一体化

管理の一体化

施設の共同化（水質試験センター、
広域連絡管 緊急時連絡管等）

「水道広域化検討の手引き」（平成20年8月） 水道広域化促進事業（補助事業）

広域連絡管・緊急時連絡管等）

《目次構成》

Ⅰ章 総論
水道広域化の検討を行う場合の手順を示し、検
討に当たって 問題点や課題を把握する現状評

水道広域化の沿革、これまでの成果と課題。
新たな水道広域化の考え方や期待される効果を
整理。

統合のインセンティブとするため、統合元が行
う水道施設の整備（更新等）に対しても補助

Ⅱ章 水道広域化の検討方法

Ⅲ章 水道広域化の検討事例

討に当たって、問題点や課題を把握する現状評
価の方法、業務の共同化、経営の一体化、事業
統合の検討の視点とその内容を示す。

総務関係
経理関係
営業業務関係

給水装置関係
建設・工務関

係

維持管理関係
災害対策
施設再構築

上
限

水道施
設整備

費

統合先の補助対
象事業費の額を

統合元の補助対
象事業費の上限
（基準事業費）とす
る

既存施設であって、耐用年数
を超過した水道施設の更新
又は改修に対して補助

Ⅳ章 水道広域化の導入手順

とフォローアップ

各業務（営業・管路管理・運転管理・水質管理・
緊急用資材融通・施設更新効率化）に係るモデ
ルケースを設定し、以下の事項を例示。
 具体的な検討手順と計算例
 検討結果に対する評価例
 実施に当た 留意事項 大規模水道事業

補助対象事業費
1/3補助

1/3補助
補助対象事業費

上 限
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参考資料編
各種業務の共同化の実施体制と手続き、事業統
合までの手続きと留意点及び水道広域化導入後
の評価や見直し等についての考え方を示す。

 実施に当たっての留意事項 大規模水道事業
水道用水供給事
業

小規模水道
事業

統
合

（統合先） （統合元）



多様な運営形態の選択に資する各種手引きの策定

＊

＊＊

＊＊＊

＊平成20年6月30日 厚生労働省健康局水道課 事務連絡
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＊＊平成19年11月8日 厚生労働省健康局水道課 事務連絡

＊＊＊平成19年11月8日 厚生労働省健康局水道課長通知

（５）水ビジネスの推進（５）水ビジネスの推進
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アジアにおける水インフラ整備支援
＜水道産業の国際展開＞

「アジア経済戦略」

環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開･浸透させるとともに アジア

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）（抜粋）

環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケ ジでアジア地域に展開 浸透させるとともに、アジア
諸国の経済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術･経験をアジアの持続可能な成長のエンジンとし
て活用する。具体的には、新幹線･都市交通、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発
支援に官民あげて取り組む。

■これまでは、ODAを活用した国際貢献

■今後は、国際貢献に加え、アジアの経済発展を日本の水
道産業の成長機会と捉える視点が重要

■ トータルな運営能力の不足（運営ノウハウは公共が保有）
■ 人件費、資材費が高コスト
■ 開発途上国のニーズとのミスマッチ

視 点 国際展開上の課題

途上国のニーズに即した水道システム（ハード、ソフト技術、
運営ノウハウ）を官民で連携して売り込んでいくことが必要

現地セミナ
水道産業国際展開推進事業厚生労働省の取組

＜現地ニーズに合わせたシステム作り＞
●省エネ型の配水管理（水圧、水量）
●無収水（漏水）対策
●上下水道の一体的整備（浄化槽、下水道と連携）

現地セミナー
 日本の水道技術制度等の紹介
 相手国の水道の課題解決支援
 日本企業の市場展開の足がかり
現地調査●上下水道の 体的整備（浄化槽、下水道と連携）

これらをモデル的に実施し、アジア各国に普及
※水道産業国際展開推進事業を活用

 現地ニーズの把握

・平成20年度から実施。

・対象国（実績）は中国、ベトナム、カンボジア。

・自治体間の情報共有の促進（5月28日、「国際貢献･水ビジネスに関する水道事業体情報連絡会」を開催。札幌市、
さいたま市、東京都、川崎市、横浜市、名古屋市、大阪市、北九州市の水道部局が参加。）

・施設の運営管理のノウハウ獲得に資する国内の水道事業者による民間委託の推進 19


